
 

 

 

（１）児童福祉施設等（注意４に掲げるものを除く。）（用途コード 21）の場合 

判断基準：Ｆ≧３階 又は Ａ＞300㎡ 

        （平屋建て、かつ、床面積の合計が 500㎡未満のものを除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告対象建築物の判断（ケーススタディ） 



（２）病院、診療所（患者の収容施設があるものに限る。）、児童福祉施設等（注意４に掲

げるものに限る。）（用途コード 21）の場合 

   判断基準：地階若しくはＦ≧３階 又は Ａ≧300㎡ 

        （平屋建て、かつ、床面積の合計が 500㎡未満のものを除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）旅館又はホテル（用途コード 13のものを除く。）（用途コード 22）の場合 

   判断基準：地階若しくはＦ≧３階 又は Ａ≧300㎡ 

        （平屋建て、かつ、床面積の合計が 500㎡未満のものを除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（４）複合用途建築物（用途コード 33）の場合 

   判断基準：Ｆ≧３階 又は Ａ＞500㎡ 

 

   用途コード33の複合用途建築物というのは､一つの建築物内に用途コード11～14、21

～24、31、32の用途があり、それぞれの用途に供する部分の床面積はそれぞれ単独で

は「規模又は階」に満たない場合について、複数の用途を集合体としてとらえ、ある

一定規模以上のものについて報告の対象とするように規定したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（５）下宿、共同住宅、寄宿舎（注意４に掲げるものを除く。）（用途コード40）の場合  

判定基準：Ｆ≧５階かつＡ＞1000㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）共同住宅等と他の用途（事務所を除く）の複合建築物（用途コード：28）の場合  

判定基準：「Ｆ≧５階かつＡ＞1000㎡」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（７）展示場・キャバレー・遊技場・飲食店等（用途コード：32）の場合  

判定基準：「地階若しくはＦ≧３階又はＡ≧500㎡」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（８）事務所（用途コード：34）の場合  

判定基準：「Ｆ≧３階かつＡ＞1000㎡」 

（ただし、５階以上の建築物で延べ面積が、2000㎡を超えるものに限る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


